



































































































5） インタビューの実施経過は次のとおりである。Ａ氏：2019年３月22日、16 :00-18 : 00、Ｂ氏：2019年４月





























































































































































































































































































































































































































































































































































構成要素 1 契機、主務官庁 2 法的担保、計画 3 活動組織、ネットワーク 4　活動資源


















































































































































































構成要素 1 契機、主務官庁 2 法的担保、計画 3 活動組織、ネットワーク 4　活動資源



















































































































































































































































































































































67） この点について、初谷［2019］、167-168頁、注12）で経緯を紹介している。  
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〔社会福祉〕
社会福祉政策では、自治体の人材として社会福祉主事（1950年、任用資格）、民間人材とし
て民生委員制度（1948年民生委員法）が早期から形成されてきた。民間人材による福祉ボラ
ンティアは層が厚く種類も多い。官民双方で活用される社会福祉士（1987年、認定開始）は
じめ多様な公的資格制度が整備され、人材の顕在化や組織化を図るツールともなっている。
施設は公定の種別のある社会福祉施設が多様に分岐し、各々の整備基準の公定化の密度も高
い。中間支援組織の拠点施設として全社協の入る新霞が関ビルディング（1987年竣工）をは
じめ、都道府県・市町村社協は地方自治体と連携して拠点施設を構えている。国民助け合い
運動（共同募金運動）（1947年開始）のような民間社会事業の財源調達の仕組み化も、戦後、
早期から進んでいる。社会保障関係予算は国・地方自治体を通じて大きなシェアを占める。
関連学会やシンクタンクなど専門知や政策情報の生産・流通・革新に関わる人材、組織も多
岐にわたる。
〔更生保護〕
更生保護分野では、国の人材として保護観察官、民間人材として戦前には司法保護委員
（1939年）があり、戦後、保護司制度（1950年）により準公務員化が図られた68）。更生保護女
性会、BBS、協力雇用主などのボランティアの総数、種類は発展の余地がある。施設として
全国で103を数える更生保護施設はその建設・運営に当たり地域社会との関係づくりに苦心
が払われている。中央の中間支援組織の拠点施設として日本更生保護協会が入る更生保護会
館（全社協の入る新霞が関ビルディングと同じ1987年竣工）がある一方、地方で連絡助成を
担う保護観察協会は、国（保護観察所・地方更生保護委員会）の庁舎内に設けられている例
も少なくなく、保護観察協会の基盤整備が求められている69）。民間の更生保護事業の財源調
達の仕組み化は整備途上にある。公費は更生保護に係る国家予算が中心であり、更生保護官
署の予算は、法務省の一般会計予算の約３％に留まる。自治体の補完的な補助・助成金は依
然限られている。専門知や政策情報の生産・流通・革新に関わる人材、組織は近年伸長しつ
つあるが70）、社会福祉に比べればさらなる伸展の要請の下にある。
4 　NPO政策の跛行的発展
前章で社会福祉、更生保護の両政策分野におけるNPO政策及び一般政策の異同を、政策
の構成要素の４群別に比較した出来事系列を抽出することにより比較検討した。それを踏ま
えると、社会福祉と更生保護におけるNPO政策の跛行性が生じた要因としては次のような
点が見て取れる。
第一に、政策デザインの段階では、一つには、政策の契機として、更生保護は、当初、民
68） 保護司の現状と安定的確保のための取組について、高津戸［2020］参照。
69） 保護観察協会の強化、基盤整備について、A氏、C氏のインタビューで三重県や滋賀県など複数の府県
での実例を挙げてその具体的な方策や課題についてご教示をいただいた。稿を改めて詳論を期したい。
70） 犯罪学の定義、対象領域の設定など近年の動向について、藤本［2016］、第Ⅰ部等参照。
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間起点の免囚保護を政府事業に取り込んだ司法保護事業の所管を法務府が固守した結果、積
極的に社会事業と分立する路線を選択した点が挙げられる。これがのちの社会福祉概念から
更生保護を区別して取り扱う原因となった。結果、更生保護政策は社会福祉政策の拡充に同
調せず独自の経路をたどった。社会福祉では1990年代末から基礎構造改革で民間化と分権化
が進んだが、更生保護は、2000年代に重大事件を契機としていわば対症療法的な契機から抜
本的改革へ敷衍され、更生保護を国の事務として維持しつつ主務官庁への役割期待を高める
改革となったと考えられる。
内発的な契機と外圧という観点から見ると、社会福祉も更生保護も、源流は民間人、民間
組織による内発的発展に求められ、戦前期に政府による包絡が見られる。そして、ともに占
領期にGHQの統制との葛藤という外圧に直面した。外圧への対応の点で、社会福祉につい
ては、政府主導を排して民間主導に委ねる、いわば「主民従官」のベクトルが強く打ち出さ
れたのに対し、更生保護については、逆に民間主導を排して政府主導に委ねる、いわば「主
官従民」のベクトルが働いてきたことがうかがえる。また、更生保護は、当初、社会福祉に
包絡されないように「犯罪性の除去」を盾に独自性を主張し、むしろ自ら政策概念の境界を
画定し保守する傾向もあったことが見受けられる。
その後、2000年に社会福祉事業法は「社会福祉法」に題名改正され、社会福祉事業、社会
福祉法人、措置制度など社会福祉の共通基盤制度について見直しが行われた。同改正に当た
り、法務省保護局更生保護振興課長と厚生省社会・援護局企画課長は覚書を交わし、その１
で、社会福祉法第１条（目的）に掲げる「社会福祉を目的とする事業」には更生保護事業そ
の他更生保護を目的とする事業が含まれており、厚生省はその旨を各都道府県機関に周知す
るものとされた。これは、同法第２条の定義規定に定める「社会福祉事業」（第一種及び第二
種）には、更生保護事業法に規定する更生保護事業は含まれないとされている（同条第４項
第１号）ために、現場では社会福祉事業と更生保護事業は別であるとの捉え方が先立つこと
から、「社会福祉を目的とする事業」は、「社会福祉事業」より広義の概念であることを改め
て確認、周知する必要があったことを示している71）。
二つには、法的担保と計画である。戦前、社会事業から司法保護事業がいわば独立し離脱
して司法保護事業法で担保されていた時代から、戦後の立法では、更生保護では社会福祉と
は異なり、いわゆる「分野法」と「事業法」の分立を余儀なくされた。早期に総合的な更生
保護法制定の機運はあったとされるが、結実せずに、GHQに押される形で分野法としての犯
罪者予防更生法（1949年）と事業法としての更生緊急保護法（1950年）が分立した。犯罪者
予防更生法は、後に年に執行猶予者保護観察法が制定され（1954年）、両者あいまって分野法
を構成することになるが、事業法との分立状況は解消されず、その改善は1995年の更生保護
事業法の成立まで待たねばならなかった。
税制面では、社会福祉法人（51年創設）から21年遅れて、更生保護事業を主たる目的とす
る公益法人は試験研究法人等に認定される途が開かれ（72年）、95年の更生保護事業法によ
り創設された更生保護法人が特定公益増進法人とされてからは、10年経たずして公益法人制
71） 清水［2015］、２-３頁参照。
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度改革（2006年）を迎えた72）。同改革により特定公益増進法人である公益法人数は10倍に増
加した（約900法人から約9,000法人へ）ことから、更生保護法人は寄附市場での先行者利益
を十分獲得するまでに、寄附金獲得の厳しい競争の渦中に入ることとなった。
第二に、政策過程の段階では、一つには、活動組織についてである。主務官庁の組織編制
上、社会福祉は機関委任事務制度を通じて地方自治体を部局レベルでエージェントに編制し
得た。また、社会福祉法人制度の創設により政策実施における民間化の受け皿を整備した。あ
わせて中間支援組織であると同時にみずからも事業展開を担う社会福祉協議会というエー
ジェントを地方自治体の行政区域に準じて全国、都道府県、市町村と階層的に整備し、100％
近い法人化を果たし、全国隈なく政策の執行組織を整備することを実現した。一方、更生保
護は、当初、中央レベルで外局化が図られたが、程なく法務省保護局に回収され、その後も
国の直轄事務として推移したため、地方自治体との組織的なつながりは希薄であった。保護
観察官の人員不足を民間人の非常勤国家公務員化（保護司）で補填したが、刑事事件の認知
件数が増大した時期には、この官民連携の限界が繰り返し指摘されてきた。執行組織として
のNPOである更生保護会は、ピーク時でも全国で総数170余りと少数で、その中で中間支援
機能を担うことが期待された連絡助成を目的とする更生保護（観察）協会も、設立こそ推奨
されたものの、官からの独立性や他機関との実質的な連携には未だ到っていないように見受
けられる73）。
二つには、活動資源についてである。社会福祉の場合、人的資源の確保のうえで、社会福
祉主事、民生委員、社会福祉士資格などの多様な制度が創設され活用されてきた。物的資源
としては、官民の施設の種別管理も法的に担保されて公式化した。社会福祉概念の拡がりと
細分化を受けて、国・地方を通じての財源配分も顕著に伸展した。専門教育による後継者養
成、関連学会や実務家団体（NPO）の林立、政策情報を生産、流通、革新する学会や福祉系
シンクタンクなども多数成長した。更生保護の場合、人的資源の確保は前掲の保護司や更生
女性会、BBSなどの制度によるが、当該分野に対応する民間資格制度は発達が乏しい。物的
資源として更生保護施設の密度は都道府県ごとに数件のレベルに留まる。法務省内での財源
配分のシェアも大きく伸長しているわけではない。専門教育による後継者養成、関連学会74）
72） 平成６（1994）年第129回国会で、更生保護施設整備に係る更生緊急保護法の一部を改正する法律案の
審議において、社会福祉法人と更生保護会の施設面、処遇面、税制面の措置の違い（格差）の早期改善が
議論され、参議院法務委員会では改正案可決に際し、「社会福祉事業との均衡にも留意し、被保護者に対
する補導援護体制の強化に努めること」など３項目の附帯決議を付した。当時、更生保護会について社会
福祉法人並みの税制を求めた法務省の税制改正要望に対し、大蔵省は、税制改正を求めるのであれば、更
生保護会に「裃をつけて出直すよう」求めたという。他領域にも数多ある民法法人ではなく特別法に基づ
く新たな法人類型に作り直すべきとの示唆に、法務省関係者は精力的に関係省庁等との折衝を遂げ、翌平
成７（1995）年第132回国会に更生緊急保護法の廃止と新たな更生保護事業法案等の提案を果たした。B氏、
C氏のインタビュー及び同委員会会議録に基づく。
　　なお、特定公益増進法人制度について、初谷［2001］、第３章参照。また、更生保護法人の場合の特定公
益増進法人化の効果について初谷［2012］、第３章参照。
73） 現在、全国に、継続保護事業を営む更生保護施設は101施設、連絡助成事業を営む更生保護協会（更生
保護観察協会、更生保護事業協会）は68（うち更生保護法人：67、非更生保護法人：１）ある。また、地
域支援を目指した更生保護事業の効果的な実施を図るために、地域の関係機関・団体等と支援関係情報の
共有、具体的支援実現に向けた連携・協議の場を設置した先駆例として、「埼玉社会復帰支援ネットワー
ク協議会」（2014年設立）がある。清水［2015］、４-７、資料８-９参照。
74） 2012年、日本更生保護学会が発足した。
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や実務家団体の数と規模にも発展すべき余地は大きい。
もとより社会福祉と更生保護の概念の広狭や、官民あるいは中央・地方の業務分担の異同
から見て、両政策の構成要素を単純に量的に比較することは余り意味がない。むしろ、質的
な異同に注意する必要がある。本論の跛行性の検討も、量的な格差をあげつらうことが主意
ではなく、両政策を支える考え方や政策の構成要素の質的な懸隔に注目する。そうした点か
ら見ると、両政策の跛行性の要因は、①当該分野、業務を固有のものとして画定する範囲設
定の判断、②当該分野、業務の担い手を官民、あるいは国・地方でどのように分担するかと
いう民間化（官民連携）と分権化（業務の国・地方間での融合化）についての分岐の判断、
③政策過程における活動組織としてどのようなNPOをどの程度育成し支援、活用するかと
いう基底的あるいは派生的なNPO政策の展開に係る判断、などの違いが両者の現状を隔て
たことがうかがえる。これらの点を主務官庁が今後どのように判断し、当該分野の伸展を図
るか、また、本論の2.3で指摘した主務官庁の課題２点（①役割後退や空洞化を許さず、②民
間非営利組織との官民協働の実質化）にいかに取り組むかが課題である。
おわりに
本論では、「廃置分合」のうち、「分立」した複数の個別根拠法に基づくNPO（非営利法人）
（類型）に係る政策が、当初、ともに民法の特別法に基づく非営利法人（団体）となる道が
あった類縁の政策領域・対象を扱いながらも、対照的かつ跛行的な発展を遂げてきたのは、
いかなる要因によるものかを考察することにあった。そして、その考察を踏まえ、今後、さ
らに予想される非営利法人類型の廃置分合に、主務官庁がどのように対応すべきかについて
教訓と示唆を得ようとした。検討対象とした非営利法人類型は、各々の創設の契機（動機）
をはじめ、主務官庁の編制や、「主務」とされた所管業務の画定の歴史的経路など、その発展
過程を把握するための出来事を抽出し対比することにより、本論の論題に応え得ると考え、
社会福祉法人と更生保護法人を比較した。
今日、再犯防止など社会安全政策のもとで社会福祉政策と更生保護政策の連携が強く要請
されている。更生保護の主務官庁は、本論で見た両法人に係る政策に跛行性のある現状につ
いて、例えば「占領時の立法において分野法と事業法が一体化していれば」とか、「司法保護
を社会事業の一分野として留めておけば」といった歴史的経路における反実仮想に基づく慨
嘆を超えて、両政策の跛行的発展の質的な要因を直視し、社会福祉と更生保護の次世代にお
ける関係について、新たな政策判断（舵の切り方）を行う必要があると考える。
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